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項 目 説  明 
掲 載 
ペ ー ジ 

ICT 

Information & Communication Technology（情報通信

技術）の略。コンピュータやインターネットなどの情報通

信技術のことです。 

83・90・91・

93・102・106・

107・109・

112・113・

124・128 

アウトリーチ 

生活上の問題や課題を抱えているものの、福祉サービスの

利用を拒んだり、支援者に対して攻撃的、逃避的な行動を

示す人に対して、本人からの要請がない場合でも、本人の

元に積極的に出向いて支援することをいいます。 

60・62・101・

108・120・122 

アセスメント 

利用者に関する情報を収集や分析することで、自立した日

常生活を営むために解決すべき課題を把握することをいい

ます。 

88・120・121 

EPA 

Economic Partnership Agreement（経済連携協定）の略。 

国や地域を限定して、関税等の貿易障壁を撤廃することに

より、モノ・ヒト・カネ・サービスの移動を促進させよう

とする協定です。 

この協定に基づき、外国人の就労が認められていない介護

福祉士・看護師候補者の特例的な受け入れが進められてい

ます。 

129 

医療的ケア児 

人工呼吸器を装着している障がい児その他の日常生活を営

むために医療を要する状態にある障がい児のことをいいま

す。 

91 

AI 

Artificial Intelligence（人工知能）の略。 

人工的にコンピュータ上などで人間と同様の知能を実現さ

せようという試み、あるいはそのための一連の基礎技術を

いいます。 

106 

持続可能な開発

目標（SDGｓ） 

2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開

発のための 2030 アジェンダ」に記載された 2016 年か

ら 2030 年までの国際目標です。 

持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のタ

ーゲットから構成され、「誰一人取り残さない」社会の実現

をめざし、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に統合的

に取り組むものです。 

 

※SDGs とは、「Sustainable Development Goals」の 

略称のこと。 

２・80 

SNS 

Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキ

ング・サービス）の略。 

インターネット上で、人と人とのつながりを支援するサー

ビスをいいます。 

73・93・128 

 

用語解説 

音声コード 
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項 目 説  明 
掲 載 
ペ ー ジ 

NPO 

Non-Profit Organization 又は Not-for-Profit 

Organization（非営利団体）の略。 

さまざまな社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益

を分配することを目的としない団体の総称です。 

このうち、特定非営利活動促進法に基づき法人格を取得した

法人を、「特定非営利活動法人(NPO 法人)」といいます。 

なお、収益を目的とする事業を行うこと自体は認められます

が、事業で得た収益は、さまざまな社会貢献活動に充てるこ

とになります。 

12・13・15・

19・42・44・

59・68・84・

88・91・95・

96・97 

LGBT 

レズビアン・ゲイ（同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛

者）、トランスジェンダー（生物学的な性と、自分で認識し

ている性が一致しない人）の頭文字です。性のあり方に関し

て少数派の人々は、セクシュアル・マイノリティ（性的マイ

ノリティ、性的少数者）と呼ばれており、その総称として

LGBT が使われることがあります。 

80 

オレンジリボン 

キャンペーン 

すべてのこどもが健やかに育つように、行政機関、企業、地

域が一体となって、「こども虐待防止」というメッセージが

込められたオレンジリボンを、一人ひとりの胸につけて、子

育てをしている親やこどもたちを始め、多くの人たちに、ま

わりのこどもに関心を持ち、こどもへの虐待をなくしていく

輪を広げていくキャンペーンをいいます。 

74・133 

外国につながる

市民 

大阪市では、住民基本台帳法における「外国人住民」だけで

なく、日本国籍を取得した人や戦前・戦後に日本に引きあげ

てきた人、親が外国籍である子ども、海外から帰国した子ど

もなど、国籍は日本であっても外国籍の人と同様の課題を抱

えている場合があることから、これらの人々も視野に入れ、

「外国につながる市民」「外国につながる児童生徒」という

呼称を使用しています。 

68・80・85・

91・100・

102・116 

クラウド 

ファンディング 

crowd（群衆）と funding（資金調達）を組み合わせた造

語です。 

不特定多数の個人からインターネットを通じて小口の資金

を集める資金調達の手法をいいます。 

94 

クリック募金 

ウェブページ内の決められた所をクリックすると、その回数

に応じて環境問題や人道支援などに取り組む NPO などの

団体に協賛企業から寄付されるしくみです。 

44・94 

ゲートキーパー 
悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援

につなげ、見守る人のことをいいます。 
15・113 
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項 目 説  明 

掲 載 
ペ ー ジ 

権利擁護 

福祉サービスの利用者本人が、自らの意思を表明するよう

支援すること、及び表明された意思の実現を権利として擁

護していく活動を意味し、意思表明の能力に限界のある

人々については、本人の利益を本人に代わって擁護するこ

と（代弁）をいいます。 

2・12・19・59・

60・66・71・74・

82・86・89・

114・115・

116・118・

131・132・

135・136 

こころを結ぶ 

手話言語条例 

手話が言語であるという認識に基づき施策を推進し、手話

を必要とするすべての人の社会参加の促進と安心して暮

らせる地域社会を実現するために施行された条例です。 

109 

「ごみ屋敷」 

状態 

市民が居住する建物等における物品等の堆積により、ごき

ぶり、はえその他の害虫、ねずみ若しくは悪臭が発生する

こと又は火災発生のおそれがあること等のため、当該物品

等が堆積している場所の周辺の生活環境が著しく損なわ

れている状態をいいます。 

19・120 

コミュニティ 

ソーシャル 

ワーカー

（CSW） 

制度の狭間や複数の生活課題を抱えるなど、既存の福祉サ

ービスだけでは対応困難な事案を地域の多様な力を活か

して解決に結び付ける地域福祉のコーディネーターのこ

とをいいます。 

69・70・72・94・

101・113・

120・121・

122・123・124 

CSR、CSV 

CSR:Corporate Social Responsibility（企業の社会的責

任）、CSV:Creating Shared Value（公と民による共有

価値の創造） 

企業等における「社員のボランティア参加や寄附などの資

金協力」といった社会貢献活動を CSR といい、本業を通

じて社会課題の解決をめざすという考え方を CSVといい

ます。CSR から CSV へと変化しつつある中で、より高い

成果を生みだせるような連携を志向する傾向にあります。 

96 

児童福祉司 

児童相談所に置かなければならない職員で、児童相談所長

が定める担当区域により、児童の保護その他児童の福祉に

関する事項について相談に応じ、専門的技術に基づいて必

要な指導を行うケースワーカーです。 

75 

身上監護 

成年後見制度において、被後見人の生活や健康に配慮し、

安心した生活がおくれるように契約などを行うことをい

います。なお、被後見人に対し後見人が直接介護や看護な

どをすることは含まれていません。 

137 

セーフティ 

ネット 

すべての人が安心・安全に暮らせる多層的・多元的な生活

支援の機能・しくみのことです。 

29・53・105・

108・130 

善意銀行 

市民からの善意の金銭や物品の預託を受け、必要としてい

る福祉関係機関・団体等に払出をするコーディネートを行

う取り組みで、大阪市では、区社協・市社協において実施

しています。 

94 
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項 目 説  明 
掲 載 
ペ ー ジ 

団塊の世代 
第一次ベビーブームが起きた、1947（昭和 22）年～1949

（昭和 24）年に日本において生まれた人を指します。 
11・52・128 

地域公共人材 

地域団体や行政に加え NPO や企業、大学など多様な主体が

参画する地域のまちづくりに関する取り組みについて、各主

体間の合意形成、それぞれの主体が持つヒト、モノ、カネ、

情報など地域におけるさまざまな資源をコーディネートす

ることなどにより、活動を創出し活性化させ、最適化を図り、

持続可能なものとしていくマネジメント能力を持った人材

です。 

97 

DV 

Domestic Violence（ドメスティック・バイオレンス）の略。 

配偶者や恋人など親密な関係にある、またはあった者からの

暴力をいいます。被害者を女性に限定していませんが、DV

の被害者は大半が女性となっています。 

50・77・114 

南海トラフ地

震 

近い将来発生すると予測されている、日本列島太平洋沖の広

い範囲を震源とする巨大地震のことであり、震度 6 弱以上の

強い揺れに加え、大阪市の多くの地域が津波による浸水被害

を受けると想定されています。 

2・100 

ニア・イズ・ 

ベター 

（補完性・近接

性の原理） 

住民に近いところで行われる決定ほど望ましい、という地方

分権の基本的な考え方です。 
1・9・67 

ハンセン病 

ハンセン病は、「らい菌」によって引き起こされる慢性の感

染症で、1996（平成 8）年に「らい予防法」が廃止される

まで、約 90 年間、国や地方自治体などにより強制隔離政策

がとられてきました。 

「らい菌」の病原性は弱く、感染してもほとんど発症しませ

ん。また、現在では、早期に発見して適切に治療すれば、後

遺症を残さず治る病気となっています。 

80 

避難行動要支

援者 

大地震や風水害などの災害が起きた時、自力で避難すること

が難しく、支援が必要な人をいい、介護保険の要介護認定で、

要介護 3 以上の人や重度障がいなどの人を対象者としてい

ます。 

17・100・101・

102・103 

ファシリテー

ション 

会議やミーティング等の場で、発言や参加を促したり、話の

流れを整理することで、合意形成や相互理解をサポートする

ことをいいます。 

97 
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大阪市社会福祉審議会条例 

平成 12 年 4月 1日条例第 19 号 

 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和 26年法律第 45 号。以下「法」という。）第７条第１項に規定す

る地方社会福祉審議会として、本市に大阪市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）を

置く。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員 35人以内で組織する。 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長の職務代理） 

第４条 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代理す

る。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、審議

会の会議を招集しなければならない。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。 

５ 法第９条第１項の臨時委員は、当該特別の事項について会議を開き、議決を行う場合に

は、前２項の規定の適用については、委員とみなす。 

（施行の細目） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。（大阪市社会福祉審議会の調査審議事項の特例に関

する条例の廃止） 

２ 大阪市社会福祉審議会の調査審議事項の特例に関する条例（昭和 62年大阪市条例第４

号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際現に設置されている大阪市社会福祉審議会は、第１条に規定する大

阪市社会福祉審議会とみなす。 

 

附 則（平成 12 年９月 28日条例第 84 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 25 年９月 30日条例第 117 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 30 年９月 28日条例第 65 号） 

この条例は、平成 30 年 12月１日から施行する。  
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大阪市社会福祉審議会条例施行規則 

平成 25 年 9月 30 日規則第 175号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大阪市社会福祉審議会条例（平成 12年大阪市条例第 19 号）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（専門分科会） 

第２条 社会福祉法（昭和 26年法律第 45 号。以下「法」という。）第 11条第１項の規定に

より置かれる専門分科会のほか、同条第２項の規定に基づき、大阪市社会福祉審議会（以下

「審議会」という。）に、次の各号に掲げる専門分科会を置き、当該各号に定める事項を分掌

させる。 

(1) 高齢者福祉専門分科会 高齢者福祉に関する事項 

(2) 地域福祉専門分科会 地域福祉に関する事項 

(3) 社会福祉施設・法人選考専門分科会 社会福祉施設の設置等及び社会福祉法人の設立等に

係る審査に関する事項 

２ 専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。）は、委員長が指名する委員及び法第９条第

１項の臨時委員（以下「臨時委員」という。）で組織する。 

３ 専門分科会に専門分科会長を置き、当該専門分科会に属する委員及び臨時委員（民生委員

審査専門分科会にあっては、委員）の互選によりこれを定める。 

（専門分科会の会議） 

第３条 専門分科会の会議は、専門分科会長が招集する。 

２ 専門分科会は、当該専門分科会に属する委員の過半数が出席しなければ、会議を開くこと

ができない。 

３ 専門分科会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、専門分科会長の

決するところによる。 

４ 臨時委員は、当該特別の事項について会議を開き、議決を行う場合には、前２項の規定の

適用については、委員とみなす。 

（審査部会） 

第４条 社会福祉法施行令（昭和 33年政令第 185号）第３条第１項の規定により置かれる

審査部会に審査部会長を置き、当該審査部会に属する委員及び臨時委員の互選によりこれを

定める。 

２ 審査部会の会議は、審査部会長が招集する。 

３ 審査部会は、当該審査部会に属する委員及び臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を

開くことができない。 

４ 審査部会の議事は、出席した委員及び臨時委員の過半数で決し、可否同数のときは、審査

部会長の決するところによる。 
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（専門分科会の部会） 

第５条 審議会は、必要に応じて専門分科会に部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員及び臨時委員（民生委員審査専門分科会の部会にあっては、

委員）で組織する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員及び臨時委員（民生委員審査専門分科会の部

会にあっては、委員）の互選によりこれを定める。 

４ 部会の会議は、部会長が招集する。 

５ 部会は、当該部会に属する委員及び臨時委員（民生委員審査専門分科会の部会にあっては、

委員）の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

６ 部会の議事は、出席した委員及び臨時委員（民生委員審査専門分科会の部会にあっては、

委員）の過半数で決し、可否同数のときは、部会長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第６条 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴

くことができる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、福祉局において処理する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 30 年 11 月 30日規則第 119 号) 

この規則は、平成 30 年 12月１日から施行する。 
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大阪市社会福祉審議会運営要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大阪市社会福祉審議会条例施行規則（平成 25年大阪市規則第 175

号。以下「市規則」という。）第８条の規定に基づき、大阪市社会福祉審議会（以下「審議

会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（専門分科会） 

第２条 専門分科会長に事故があるときは、あらかじめ専門分科会長が指名する委員がその

職務を代理する。 

２ 審議会は、専門分科会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 

（審査部会） 

第３条 社会福祉法施行令（昭和 33年政令第 185号。以下「政令」という。）第３条第１

項の規定により審議会に置く審査部会の名称及び所掌事項は、別表第１のとおりとする。 

２ 審査部会は、政令に定める事項のほか、次の各号に掲げる事項について意見を聴く。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283号）第 15 条第２項に規定する医師の指定

にあたっての意見 

(2) 身体障害者福祉法施行令（昭和 25 年政令第 78 号）第３条第３項に規定する医師の

指定の取消しにあたっての意見 

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第

123号）第 59条第１項に規定する指定自立支援医療機関の指定及び同法第 68 条に規

定する指定自立支援医療機関の指定の取消し 

（専門分科会の部会） 

第４条 審議会は、市規則第５条第１項の規定により、高齢者福祉専門分科会に別表第２に

掲げる部会を、地域福祉専門分科会に別表第３に掲げる部会を置くものとする。 

２ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長が指名する委員がその職務を代理する。 

３ 審議会は、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 

（ウェブ会議の方法による会議の開催等） 

第５条 委員長が必要と認めるときは、審議会の会議をウェブ会議の方法（インターネット

を通じて、委員の間で相互に映像及び音声の送受信、資料の共有等を行う方法をいう。以

下同じ。）により開催するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、審議会の委員は、委員長の承認を得て、ウェブ会議の方法で

審議会の会議に参加することができる。この場合において、当該委員は、ウェブ会議の方

法による会議への参加をもって審議会の会議に出席したものとみなすものとする。 

（書面による審議・議決等） 

第６条 委員長は、緊急に審議・議決等を行う必要があり、審議会の会議を招集することが

困難であると認めるときは、書面による審議・議決等の実施について、審議会に属する委

員の意見を聴取し、その総意をもってこれを行うことができ、次項の定めにより、審議会

の審議・議決等に代えることができる。 

２ 前項に定める書面による審議・議決等の議事は、書面提出のあった審議会に属

する委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。た

だし、議事を決するためには委員の過半数の書面提出がなければならない。 
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音声コード 

（準用） 

第７条 前２条の規定は、専門分科会について準用する。この場合において、前２条中「委 

員長」とあるのは「専門分科会長」と、「審議会」とあるのは「専門分科会」と読み替えるも

のとする。 

２ 前２条の規定は、審査部会について準用する。この場合において、前２条中「委員長」と

あるのは「審査部会長」と、「審議会」とあるのは「審査部会」と読み替えるものとする。 

３ 前２条の規定は、部会について準用する。この場合において、前２条中「委員長」とある

のは「部会長」と、「審議会」とあるのは「部会」と読み替えるものとする。 

（細目） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に必要な事項は、委員長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 25 年９月 30 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 26 年 11 月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 27 年５月 21 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29 年１月４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30 年 12 月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年５月 21 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年７月 14 日から施行する。  
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別表第１（第３条第１項（身体障害者福祉専門分科会）関係） 

名 称 所掌事項 

第１審査部会 肢体不自由に関する事項 

第２審査部会 視覚障がいに関する事項 

第３審査部会 聴覚機能・音声言語機能・平衡機能・そしゃく機能障がいに関する事項 

第４審査部会 内部障がい（心臓）に関する事項 

第５審査部会 内部障がい（じん臓）に関する事項 

第６審査部会 内部障がい（呼吸器）に関する事項 

第７審査部会 内部障がい（ぼうこう・直腸）に関する事項 

第８審査部会 内部障がい（小腸）に関する事項 

第 9審査部会 内部障がい（免疫）に関する事項 

第 10審査部会 内部障がい（肝臓）に関する事項 

別表第２（第４条第１項（高齢者福祉専門分科会）関係） 

名 称 所掌事項 

保健福祉部会 
大阪市高齢者保健福祉計画に関する事項及びその他高齢者施策（介護保険

事業及び認知症施策に係るものを除く。)の推進に関する事項 

介護保険部会 
大阪市介護保険事業計画に関する事項及び介護保険事業の円滑な実施に関

する事項 

認知症施策部会 認知症施策の推進及び円滑な事業の実施に関する事項 

別表第３（第４条第１項（地域福祉専門分科会）関係） 

名 称 所掌事項 

地域福祉基本計画策定・推進部会 大阪市地域福祉基本計画等に関する事項 
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大阪市社会福祉審議会 地域福祉専門分科会 委員名簿 

（五十音順 敬称略 令和３年 3月１日現在） 

氏名 役職等 

上野谷 加代子 同志社大学名誉教授 

大前 藍子 特定非営利活動法人大阪ＮＰＯセンター 

倉光 愼二 大阪市社会事業施設協議会会長 

佐田 康典 大阪司法書士会副会長 

手嶋 勇一 一般財団法人大阪市身体障害者団体協議会会長 

徳谷 章子 特定非営利活動法人ハートフレンド代表理事 

永岡 正己 社会福祉法人大阪市社会福祉協議会副会長 

中山 久司 公募委員 

野口 一郎 一般社団法人大阪市老人クラブ連合会理事長 

花岡 美也 大阪市会民生保健委員長 

○ 藤井 博志 関西学院大学人間福祉学部社会福祉学科教授 

前田 葉子 大阪市地域女性団体協議会会長 

◎ 牧里 毎治 関西学院大学名誉教授 

宮川 松剛 一般社団法人大阪府医師会理事 

宮川 晴美 大阪市地域振興会会長 

三宅 亜希子 公募委員 

吉川 郁夫 大阪市民生委員児童委員協議会会長 

◎は分科会長、○は分科会長職務代理者 

 

地域福祉基本計画策定・推進部会 委員名簿 

（五十音順 敬称略 令和３年 3月１日現在） 

氏名 役職等 

淺野 幸子 公益社団法人大阪介護福祉士会会長 

○ 笠原 幸子 四天王寺大学人文社会学部教授 

川上 明 南生野いちょう保育園園長（地域子育て支援拠点事業） 

佐藤 佳道 
くらしサポートコーナー主任相談支援員 
（大阪市港区生活困窮者自立相談支援機関） 

種継 敦 玉出地域包括支援センター管理者 

田村 満子 公益社団法人大阪社会福祉士会相談センタースーパーバイザー 

所 めぐみ 関西大学人間健康学部教授 

鳥屋 利治 都島区障がい者基幹相談支援センター管理者 

野村 恭代 大阪市立大学大学院生活科学研究科准教授 

◎ 藤井 博志 関西学院大学人間福祉学部社会福祉学科教授 

淺野 幸子 公益社団法人大阪介護福祉士会会長 

◎は部会長、○は部会長職務代理者 

 

 
音声コード 
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大阪市地域福祉連絡会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 地域福祉を推進する施策を総合的かつ円滑に推進するため、大阪市地域福祉連絡会

議（以下「連絡会議」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 連絡会議は、委員長、副委員長及び委員で組織する。 

２ 委員長は、福祉局長をもって充てる。 

３ 副委員長は、福祉局生活福祉部長及びこども青少年局子育て支援部長をもって充てる。 

４ 委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

（委員長等の職務） 

第３条 委員長は、連絡会議の事務を統括する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、福祉局生活福祉部長がその

職務を代行する。 

（会議） 

第４条 連絡会議は、委員長が招集する。 

２ 連絡会議は、委員長の事前の了解があった場合に限り、委員の代理出席を認める。 

３ 委員長が必要と認めるときは、会議に副委員長及び委員以外の者の出席を求めることが

できる。 

（作業チーム） 

第５条 委員長は、連絡会議の事務を分掌させるため必要と認めるときは、連絡会議に作業

チームを置くことができる。 

（庶務） 

第６条 連絡会議の庶務は、福祉局生活福祉部地域福祉課において処理する。 

（施行の細目） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事項は、委員長が定め

る。 

 

附則  

この要綱は、平成 29 年１月 30日から施行する。 

附則 

 この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

  

音声コード 
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地域福祉連絡会議 委員 

連絡会議 委員 

（関係課長） 

区役所保健福祉課長又は福祉の業務を主管する区役所の担当課長 

（福祉担当課長会幹事５名） 

区役所保健福祉課長又は保健の業務を主管する区役所の担当課長 

（保健業務主管課長会幹事１名） 

区役所保健福祉課長又は生活保護の業務を主管する区役所の担当課長 

（生活支援担当課長会幹事１名） 

人事室人事課長 

人事室職員人材開発センター企画・研修担当課長 

危機管理室危機管理課長 

市民局区政支援室企画連携担当課長 

市民局区政支援室地域支援担当課長 

福祉局総務部総務課長 

福祉局総務部経理・企画課長 

福祉局生活福祉部地域福祉課長 

福祉局生活福祉部連絡調整担当課長 

福祉局生活福祉部福祉活動支援担当課長 

福祉局福祉業務支援調整担当課長 

福祉局生活福祉部相談支援担当課長 

福祉局生活福祉部生活困窮者支援担当課長 

福祉局生活福祉部保護課長 

福祉局障がい者施策部障がい福祉課長 

福祉局高齢者施策部高齢福祉課長 

福祉局高齢者施策部介護保険課長 

健康局健康推進部健康施策課長 

健康局健康推進部在宅医療担当課長 

健康局健康推進部健康づくり課長 

健康局健康推進部こころの健康センター精神保健医療担当課長 

健康局保健所管理課長 

こども青少年局企画部経理・企画課長 

こども青少年局企画部こどもの貧困対策推進担当課長 

こども青少年局企画部青少年課長 

こども青少年局子育て支援部管理課長 

こども青少年局子育て支援部こども家庭課長 

こども青少年局こども相談センター相談支援担当課長 

環境局事業部事業管理課長 

都市整備局企画部住宅政策課長 

消防局予防部予防課長 

教育委員会事務局総務部教育政策課長 

教育委員会事務局指導部教育活動支援担当課長 

教育委員会事務局指導部首席指導主事 

 

  

音声コード 
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「大阪市地域福祉基本計画（令和３年度～令和５年度）」策定の経過 

【令和元年度】 

令和元年 

６月 17日 

大阪市社会福祉審議会地域福祉専門分科会 

地域福祉基本計画策定・推進部会 
・地域福祉に関する実態調査にかかる質

問項目の検討 

・計画（平成 30 年度～令和２年度）に

かかる取り組みの進捗報告 等 ７月 9 日 大阪市社会福祉審議会地域福祉専門分科会 

9 月   

～10 月  
・地域福祉に関する実態調査の実施 

令和２年 

2 月 13日 

大阪市社会福祉審議会地域福祉専門分科会 

地域福祉基本計画策定・推進部会 
・地域福祉に関する実態調査結果の報告 

・次期計画の方向性の検討 

・計画（平成 30 年度～令和２年度）に

かかる取り組みの進捗報告 等 

3 月 23 日 

※ 
大阪市社会福祉審議会地域福祉専門分科会 

3 月 31 日 

※ 
大阪市社会福祉審議会総会 

 ※ 新型コロナウイルスの感染拡大のため開催中止（資料提供のみ） 

 

【令和２年度】 

令和２年 

６月 22日 
大阪市地域福祉連絡会議（庁内会議） ・次期計画の方向性の確認 

８月 ３日 
大阪市社会福祉審議会地域福祉専門分科会 

地域福祉基本計画策定・推進部会 

・次期計画（素案）の審議 

（部会案とりまとめ） 

・計画（平成 30 年度～令和２年度）に

かかる取り組みの進捗報告 等 9 月 14日 

10月 19日 大阪市社会福祉審議会地域福祉専門分科会 

・部会でとりまとめた次期計画（素案）

の審議及びとりまとめ 

・計画（平成 30 年度～令和２年度）に

かかる取り組みの進捗報告 等 

11月 24日 大阪市地域福祉連絡会議（庁内会議） ・次期計画（素案）の報告 

12月 25日

～  

令和３年 

１月 25日 

・パブリック・コメント手続きの実施 

2 月 18日 大阪市社会福祉審議会地域福祉専門分科会 
・パブリック・コメント結果報告 

・次期計画（案）の審議 

3 月 29日 大阪市社会福祉審議会総会 ・次期計画（案）の報告 

 

 

 
音声コード 
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「大阪市地域福祉基本計画（素案）」に対する 

パブリック・コメント手続きの実施結果について 
 

１ 募集期間 

令和 2年 12月 25日～令和３年１月25日 

 

２ 募集方法 

はがき、電子メール、ファクシミリ、窓口持込 

 

３ 素案の公表方法 

（１）福祉局地域福祉課、各区保健福祉センターなどで素案及び概要版を配布 

（２）福祉局ホームページで公表 

 

４ 意見提出件数 

（１）提出件数  15件 

（２）意見件数  34件 

 

・年齢（件） 

30 歳代 40 歳代 50 歳代 60～64歳 65～74歳 75 歳以上 不明 計 

4 ２ ２ １ ４ １ １ 15 

 

・住所（件） 

市内 市外 不明 計 

14 0 １ 15 

 

・提出方法（件） 

電子メール はがき ファクシミリ 計 

８ ５ ２ 15 

 

  

音声コード 
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５ 意見の分類 

               （件） 

意見内容 意見件数 

第１章 計画の考え方 ５ 

 １ 計画策定の背景と趣旨 １ 

 ２ 計画の位置づけ １ 

 ３ 計画期間  

 ４ 圏域の考え方 ３ 

 ５ 計画の推進・評価の体制  

   

第２章 地域福祉を取り巻く現状 11 

 １ 統計データ等から見る大阪市の現状 ４ 

 ２ 地域福祉にかかる法・制度の動向 ５ 

 ３ 各区の取り組み状況  

 ４ 第１期計画「各区に共通する課題等への具体的な取り組み」の進捗状況  ２ 

   

第３章 計画の基本理念と基本目標 ２ 

 １ 基本理念  

 ２ 基本理念の考え方 ２ 

３ 計画の基本目標  

４ 計画の体系  

５ 計画の指標  

基本目標１ 気にかける・つながる・支え合う地域づくり ５ 

１ 住民主体の地域課題の解決力強化 ４ 

２ 地域福祉活動への多様な主体の参画と協働の推進  

３ 災害時等における要援護者への支援 １ 

基本目標２ だれでも、いつでも、なんでも言える相談支援体制づくり ２ 

 1 相談支援体制の充実 ２ 

 2 地域における見守り活動の充実  

 3 権利擁護支援体制の強化  

    

第４章 各区に共通する課題等への具体的な取り組み ６ 

 １ 相談支援機関・地域・行政が一体となった総合的な相談支援体制の整備  ２ 

 ２ 福祉人材の育成・確保 ４ 

 ３ 権利擁護の取り組みの充実  

   

その他提言・要望 ３ 

 

音声コード 
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大阪市地域福祉基本計画 
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大阪市福祉局 生活福祉部 地域福祉課 
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